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特別損失の計上に関するお知らせ 
 

当社は、平成31年３月期第２四半期連結会計期間において、下記の通り特別損失を計上することとなり

ましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．特別損失の内容 

当社は、平成30年５月31日付で公表いたしました「株式会社エムアップによるＥＭＴＧ株式会社（以

下、「ＥＭＴＧ」）の株式の取得及び株式交換による完全子会社化に関するお知らせ」の通り、平成

30年６月28日に開催された両社の定時株主総会における株式交換契約の承認決議を経て、平成30年

９月28日付の株式交換により、ＥＭＴＧを完全子会社化いたしました。 

当社では、ＥＭＴＧとの間で完全子会社化を合意するため、また、両社の株主総会に付議する株式

交換契約承認の議案を確定するため、評価基準日を平成30年５月31日とする第三者算定機関の算定

結果に基づき、株式交換比率を決定いたしました。当該株式交換比率に基づき、両社の定時株主総

会において株式交換契約のご承認をいただき、株式交換の効力発生日となる平成30年９月28日付で

ＥＭＴＧ株主に対し、当社の普通株式1,522,257株を交付いたしました。 

 

しかしながら、完全子会社化の決定と合意公表後から株式交換の効力発生日までの期間において、

当社株価が上昇したことに伴い、ＥＭＴＧ株主に交付される当社株式の価値も増加し、当初想定し

ていた取得価額の総額と比較し、株式交換時において算定された会計上の取得価額の総額が超過す

ることとなりました。 

 

当社といたしましては、合意公表後から株式交換の効力発生日までの期間は、会社法等の手続きに

より生じるやむを得ない期間であることや、その間における当社株価の上昇は合意公表以後の要因

も多分に含まれることなどから、ＥＭＴＧの取得価額及び計上されるのれん評価額について監査公

認会計士との間で協議を進めてまいりましたが、上場企業として「企業結合に関する会計基準」に

準拠すべきであるとの判断に至りました。これにより、株式交換の効力発生日である平成30年９月

28日の当社株価に基づく評価額を取得価額とし、合意時点における評価額との差額である2,664百

万円を連結決算では減損損失として、個別決算では2,615百万円を子会社株式評価損として計上

することとなりました。 

なお、上記の特別損失につきましては、連結貸借対照表上で資本剰余金に計上された金額を減少さ

せるものであり、純資産額は平成30年３月期末の2,130百万円から平成31年３月期第２四半期末では

4,101百万円と増加しており、当社の財政状態には影響はございません。また、会計上の損失である

ことから、現金及び預金の流出も一切なく、現金及び預金も平成30年３月期末の1,405百万円から平

成31年３月期第２四半期末では4,420百万円と大きく増加しております。 



また、当該特別損失は平成31年３月期のみ発生、計上されるものであり、以後において同様の損失

が発生することはございません。 

 

 

２．今後の見通し 

上記の特別損失につきましては、本日平成30年11月14日に公表いたしました「平成31年第２四半

期決算短信」に反映しております。また、平成31年３月期通期業績予想に関しましても、特別損失

を反映し、同決算短信において公表しております。なお、ＥＭＴＧにつきましては、第３四半期連

結会計期間より、当社の完全子会社として、この期間の売上高、利益が連結されます。 

 

また、ＥＭＴＧはこれまでソフトウェアは資産計上しておりましたが、完全子会社化に伴い、同

社の財務体質の改善と将来の収益力の向上に備え、会計基準を当社にあわせ、平成30年３月期にお

いてソフトウェアを費用処理することにしたため、営業利益が減少する見通しです。 

 

（ご参考）当期連結業績予想（平成 30 年 11 月 14 日公表分）及び前期連結実績 
（単位：百万円） 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
当期連結業績予想 

（平成 31 年３月期） 
6,300 325 284 △2,300

前期連結実績 
（平成 30 年３月期） 

3,683 309 434 96

 

 

３．平成31年３月期の配当について 

平成31年３月期の配当につきましては、上記の特別損失は現金の流出はなく、当期限りの一時的な

会計上の損失であることから、平成30年５月15日の公表いたしました通り、１株につき22円とさせ

ていただく方針に変更はありません。 

 

（参考）年間配当の内訳 

 １株当たり配当金 

基 準 日 中 間 期 末 期 末 年 間 

当 期 予 想 

（平成31年３月期） 
0円00銭 22円00銭 22円00銭

前 期 実 績 

（平成30年３月期） 
0円00銭 22円00銭 22円00銭

 

＜見通しに関する留意事項＞ 

本資料における業績の見通しは、当社が本資料発表時点で入手可能な情報による判断、仮定および確信

に基づくものであり、今後の経済情勢や、事業運営における環境変化、あるいは見通しに内在する不確

実な要素や潜在的リスク等、さまざまな要因により実際の業績は見通しと大きく異なる結果となり得る

ことがあります。なお、リスクや不確実な要素には、将来の出来事から発生する予測不可能な影響等も

含まれます。 

 

 

以上 


